
№ 備考 当局説明 担当課 要求会派

小規模多機能自治の内容とネットワーク会議加盟の地方自治体一覧表資料

① 小規模多機能自治とは

② 小規模多機能自治推進ネットワーク会議とは

③ 新潟市のコミュニティ協議会の内容

④ 雲南市の小規模多機能自治の事例内容

2 本庁・区役所の役割分担の基本的な考え方について
・行財政改革推進特別
委員会（H21.12.7）提出
資料

不要 市民協働・地域政策課 自由民主党浜松

3 浜松市区における総合行政の推進に関する規則（平成19年3月30日 浜松市規則第33号） 不要 市民協働・地域政策課 自由民主党浜松

市民協働・地域政策課

内容

1 公明党

行財政改革・大都市制度調査特別委員会（R020424）　要求資料

要



令 和 2 年 4 月 2 4 日

行財政改革･大都市制度調査特別委員会 

企 画 調 整 部 企 画 課

総 務 部 人 事 課

市民部市民協働･地域政策課

行政区再編協議【行程 2】区のあり方について 

 ◆配付資料◆

・ 要求資料

1  小規模多機能自治の内容とネットワーク会議加盟の地方自治体一覧表資料
資料 1-①：小規模多機能自治とは
資料 1-②：小規模多機能自治推進ネットワーク会議とは
資料 1-③：新潟市のコミュニティ協議会の内容
資料 1-④：雲南市の小規模多機能自治の事例内容



１ 小規模多機能自治組織とは 

・人口減少や高齢化の進展が見込まれる中、地域住民が主体となって暮らしを支える

様々な活動を行う地域運営組織の一つ。 

・地域運営組織は総務省において「地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々

が中心となって形成され、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

具体的には、従来の自治・相互扶助活動から一歩踏み出した活動を行っている組織」

と定義している。 

 ・地域運営組織は、住民自治組織、地域自主組織、小規模多機能自治組織など、地方

公共団体によって名称が異なっている。 

 ・小規模多機能自治の例として島根県雲南市がある。 

２ 小規模多機能自治推進ネットワーク会議とは 

・「小規模多機能自治」を推進する地方公共団体などによるネットワーク。 

・代表は島根県雲南市長。 

・令和元年 11月 1 日現在で 316 の地方公共団体等が加盟。 

※団体の内訳：259 自治体うち政令指定都市 6 市（新潟市、静岡市、大阪市、    

神戸市、岡山市、熊本市）、42 団体、15個人 

出典： 

内閣府 地域の課題解決を目指す地域運営組織 

 －その量的拡大と質的向上に向けて－ 最終報告 

平成 28 年 12 月 13 日 地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者

会議 

資料１-①②
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